
庁      議  

              日時： １月２４日（金）ＡＭ８：３０ ＜庁議室＞ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【市長挨拶】 

 

 

 

【協議事項】 

１ 太田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に        企画部長 
関する条例の一部改正について  

 

２ 太田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に        企画部長 
関する条例の一部改正について 

 

３ 町の区域の変更について                       総務部長 

 

４ 太田市交通指導員条例の廃止について                 市民生活部長 

 

５ 太田市交通安全教育専門員設置条例の廃止について           市民生活部長 

 

６ 太田市尾島体育館建設工事請負契約締結の変更についての        文化スポーツ部長 
専決処分について   

 

７ 太田市保育士修学資金貸付条例の一部改正について           福祉こども部長 

 

８ 太田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する    福祉こども部長 

基準を定める条例の一部改正について 

 

９ 太田市高額療養費貸付基金条例を廃止する条例について         健康医療部長 

 

10 権利の放棄について                         健康医療部長 

 

11 おおた南一番街クリーンアップ条例の一部改正について         産業環境部長 

 

12 太田市市民農園条例の一部改正について                農政部長 

 

13 太田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する           都市政策部長 
法律関係手数料条例の一部改正について 

 

14 太田市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料条例の       都市政策部長 
一部改正について 

 

15 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について        都市政策部長 



 

16 太田市営住宅条例及び太田市特定公共賃貸住宅条例の一部改正について  都市政策部長 

 

17 太田市消防団条例の一部改正について                 消防長 

 

18 太田市青少年センター設置条例の一部改正について           教育部長 

 

19 財産の取得について                         教育部長 

 

 

【連絡事項】 

１ 株式会社夢麦酒太田第２３期決算状況について             企画部長 

 

２ 令和元年度 改善活動実践例の審査結果について             企画部長 

 

３ 太田市補助金等検討会議による補助金等の見直し結果について      企画部長 

 

４ 交流物産施設 （仮称）おおた・北茨城交流物産館 バスターミナル駅に  企画部長 
係る土地賃貸借契約の締結について 

 

５ 令和２年度 太田市当初予算（案）の概要について           総務部長 

 

６ 令和1年度版 太田市の公共施設の現状について            総務部長 

 

７ 太田市野生動物侵入防止柵設置事業の進捗状況について         農政部長 

 

８ 太田市公営住宅等長寿命化計画（案）の策定について          都市政策部長 

 

９ おおた渡良瀬産業団地の第３次分譲予約決定について          行政事業部長 

 

10 ２０２２年度（令和４年度）の成人式に替わる祝賀行事の開催について  教育部長 

 

 

【その他】 

１ ３月定例会日程表等について                     議会事務局長 

 

 

 

 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
◆ 次回庁議予定 ◆ ２月 ６日（木）ＡＭ８：３０～＜庁議室＞ 案件名報告： １月２７日 (月)PM5:00 
                                    資料提出：  １月３０日 (木)PM5:00 



 １月２４日 庁議提出案件            資料No.１ 

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                企画部長 氏名 正田 吉一 内線（TEL）２２００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正に 

ついて 

 

【 目 的 】 

  地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、特別職の非常勤職員の任用が厳格化さ

れたこと等から所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

   特別職の非常勤職員として任用すべき職については、改正後の地方公務員法において

「専門的な知識経験等を有し、それに基づき助言、調査、診断等を行う」職などに限定さ

れました。 

このことから、特別職の見直しを行うとともに併せて職の整理を行い、次の職を削除す

るものです。 

社会教育指導員 教育相談員 交通事故相談員 

縁切寺満徳寺資料館長 保育園内科医 保育園歯科医 

 

※ 交通指導員及び交通安全教育専門員についても、所管課において関係条例を廃止す

るとともに、併せて太田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部改正も行います。 

 

２ 施行日 令和２年４月１日 

 

３ その他 令和２年３月定例会に議案提出予定です。 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  企画部 人事課 人事係 内線 ２２３２ ４７－１８１０ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



   １月 ２４日 庁議提出案件           資料No.２     
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 正田 吉一 内線２２００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 太田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正につい

て 

 

【 目 的 】 

会計年度任用職員制度の導入に伴い、新地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる

職員（フルタイム会計年度任用職員）については、地方自治法第２０４条第１項を改正し、

常勤職員と同様に、給料、手当及び旅費の支給対象であることが明確化されました。 

これに伴い、給料を支給される職員の補償基礎額についての規定を新たに整備するため、

条例を改正するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

 ・給料を支給される職員に係る補償基礎額の算定方法について、常勤職員の公務災害補償

に係る平均給与額の例により実施機関が市長と協議して定める額とする規定の追加 

 ・引用条項のずれの改正及び文言の整理 

 

２ 施行日 

 令和２年４月１日 

 

３ その他 

 ３月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２４日 庁議提出案件           資料No.３   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               総務部長 氏名 髙島 賢二  内線（TEL）2300 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

町の区域の変更について 

 

 

【 目 的 】 

㈱ＳＵＢＡＲＵからの要望を受け、㈱ＳＵＢＡＲＵ群馬製作所本工場（スバル町）に隣接す

る東長岡西地区工業用地の一部を含む土地について、町名を東長岡町からスバル町に改めるこ

とにより、町の区域を変更するものです。 

 

 

 

【 概 要 】 

１ 変更面積     約５．９ｈａ 

 

２ 変更箇所     東長岡町の一部  →  スバル町 

 

３ 効力の生じる日  告示した日（議決後） 

 

４ その他      令和２年３月定例会に議案として提出予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 総務部 総務課 総務係 内線 ２３１１ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 47-1815 



 １月２４日 庁議提出案件           資料No. ４  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               市民生活部長 氏名 石坂 之敏   内線（TEL）２４００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市交通指導員条例の廃止について 

 

 

【 目 的 】 

  地方公務員法の一部改正により、特別職の任用の厳格化に伴い、交通指導員が特別職の非 

 常勤職員及び会計年度任用職員に該当しないため、太田市交通指導員条例を廃止しようとす 

 るものです。 

 

 

【 概 要 】 

 １ 廃止理由 

  特別職とされる職については、地方公務員法第３条に規定されていますが、地方公務員法 

 及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）により、令和２年４月１ 

 日に同条が改正されることとなりました。 

  これに伴い、本市の特別職について、服務等を課すべき者が従事すべき職については特別 

 職の非常勤職員から会計年度任用職員へ移行するという方針の下、見直しが行われました。 

  交通指導員については、その業務内容が特別職の非常勤職員及び会計年度任用職員に該当  

 しないため、条例を廃止しようとするものです。 

  なお、附則において、太田市交通安全条例の交通指導員に関する規定の改正及び太田市特 

 別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の交通指導員の項を削る改正を 

 併せて行います。 

 

 ２ 施行期日 

  令和２年４月１日 

 

 ３ その他 

  令和２年３月定例会に議案上程予定 

 

 

  

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 市民生活部 交通対策課 交通対策係 内線2431 47-1826 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２４日 庁議提出案件           資料No. ５  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               市民生活部長 氏名 石坂 之敏   内線（TEL）２４００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市交通安全教育専門員設置条例の廃止について 

 

 

【 目 的 】 

  地方公務員法の一部改正により、特別職の任用の厳格化に伴い、交通安全専門員が特別職 

 の非常勤職員から会計年度任用職員へ移行することから、太田市交通安全教育専門員設置条 

 例を廃止しようとするものです。 

 

 

【 概 要 】 

 １ 廃止理由 

  特別職とされる職については、地方公務員法第３条に規定されていますが、地方公務員法 

 及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）により、令和２年４月１ 

 日に同条が改正されることとなりました。 

  これに伴い、本市の特別職について、服務等を課すべき者が従事すべき職については特別 

 職の非常勤職員から会計年度任用職員へ移行するという方針の下、見直しが行われました。 

  交通安全教育専門員については、その業務内容が任命権者等の指揮監督下で行われる事務 

 であるため、この方針に沿って会計年度任用職員へ移行することとし、条例を廃止しようと 

 するものです。 

  なお、附則において、太田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条 

 例の交通安全教育専門員の項を削る改正を併せて行います。 

 

 ２ 施行期日 

  令和２年４月１日 

 

 ３ その他 

  令和２年３月定例会に議案上程予定 

 

 

  

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 市民生活部 交通対策課 交通対策係 内線2431 47-1826 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月２４日 庁議提出案件           資料No.６  
●内 容 【 1.協議事項  】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              文化スポーツ部長 氏名 長谷川 幸浩   内線３６００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市尾島体育館建設工事請負契約締結の変更についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

 消費税法の改正に伴い、令和元年１０月１日より、消費税率が１０％に引き上げられたた

め、令和元年９月１０日議案第９０号により議決を経た、太田市尾島体育館建設工事請負契

約締結についての変更について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分したこ

とを報告するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 履 行 名 称  太田市尾島体育館建設工事 

  ２ 契約締結日  令和元年９月１０日 

  ３ 履 行 期 間  令和元年９月１１日から令和２年３月３１日まで 

  ４ 請  負  者  横山建設株式会社 代表取締役 横山信夫 

  ５ 契 約 金 額  変更前 ４４９，２８０，０００円（消費税含む） 

            変更後 ４５７，６００，０００円（消費税含む） 

            増減額   ８，３２０，０００円 

  ６ 変更契約理由  消費税及び地方消費税の税率の引上げに伴い、工事請負契約金額          

を変更する必要があるため。 

  ７ 専決処分日  令和２年１月２０日 

８ そ  の  他  地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和２年２月委員会 

            協議会に報告します。 

 

   

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 文化スポーツ部 スポーツ施設管理課 西部スポーツ施設係  

    ５７－２２２２ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月 ２４日 庁議提出案件           資料No.７   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

○広報掲載【  2．予定なし】 

              福祉こども部長 氏名 堤 順一  内線（TEL）２５００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市保育士修学資金貸付条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

  市内の保育所等の保育士不足を解消し、保育の質の向上及び潜在的待機児童の解消を図る

ことを目的とし、平成２９年４月より開始した事業であり、令和２年３月３１日までの時限

措置としている。 

  令和元年１０月からの幼児教育・保育無償化にあたり保育需要の増加に伴う潜在的待機児

童の解消を図ることを目的として、さらに失効期限を３年間延長し、令和５年３月３１日と

する。 

 

【 概 要 】 

 １ 制度概要 

(1) 貸付対象者  市内在住者で、保育士養成施設に当該年度に入学し、保育士の資格取得

後、市内保育施設に就労することを希望する者。 

(2) 貸付期間   ２年間を上限に養成施設に在学する期間 

(3) 貸付金額等  月額３万円（無利子）を年１回の貸付 

(4) 貸付人数   ２０名 

(5) 返還猶予   保育士養成施設に在学中及び市内保育施設に就労中 

(6) 返還免除   市内保育施設に５年間勤務したとき 

 

 ２ 改正概要 ＜附則第２項関係＞ 

    条例の失効 平成３２年３月３１日を令和５年３月３１日までに延長。 

 

３ 施行期日 公布の日から施行します。 

 

 ４ その他 令和２年３月定例会に議案を上程する予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 福祉こども部 こども課 保育係 内線3131 47－1830 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月 ２４日 庁議提出案件           資料No.８   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

○広報掲載【  2．予定なし】 

              福祉こども部長 氏名 堤 順一  内線（TEL）２５００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

 

【 目 的 】 

  子ども ・子育て支援法第３４条第３項の内閣府令で定める基準「特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業の運営に関する基準」の一部を改正する府令が公布されたことに伴い、

同基準を踏まえ定めている太田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の関係条文について、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 改正概要 

 （１）運営基準改正に伴う、文言整理 

第２条から第１１条まで、第１３条、第１４条、第１６条から第２１条まで、第２

４条から第２８条まで、第３０条、第３２条、第３４条から第４３条まで、第４６条、

第４７条、第４９条から第５２条 

上記整理には「支給認定」が「教育・保育給付認定」と変更等の用語変更及び準用

規定を整理するも含む 

（２）食事の提供に要する費用の取扱いの変更 

第１３条第４項関係 

幼児教育・保育の無償化に伴い、法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子

どもに対する食事の提供に要する費用及び同項第２号に掲げる小学校就学前子ども

に関する主食の提供に要する費用に加え、同号に掲げる小学校就学前子どもに関する

副食費の提供に要する費用について、特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業者

において、教育・保育給付認定保護者から支払を受けることができる費用とするもの。 

なお、年収３６０万円未満相当世帯及び全所得階層の第３子以降の教育・保育給付

第１号認定子ども・第２号認定子どもに対する副食費については、これまでも利用者

負担額が減免されていたことを踏まえ、特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業

者において、教育・保育給付認定保護者から支払を受けることができる費用から除外

する。 

２ 施行期日 施行は公布の日とします。 

 ３ その他 令和２年３月定例会に議案を上程する予定です。 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 福祉こども部 こども課 保育係 内線3131 47－1830 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月２４日 庁議提出案件             資料No.９  
●内 容 【 1.協議事項  】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              健康医療部長 氏名 岡島 善郎  内線3400  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市高額療養費貸付基金条例の廃止について 

 

【 目 的 】 

  限度額適用認定証の発行に伴い、太田市高額療養費貸付基金条例を廃止するものです。 

 

【 概 要 】 

１．概 要 

  ・設置目的 

    医療費が高額となり一部負担金の支払いが困難なとき、一部負担金から自己負担限度

額を差し引いた金額の９割を申請により貸付基金から貸し付ける制度です。 

   

  ・廃止の理由 

    入院療養については平成１９年４月から、外来療養については平成２４年４月から、

高額療養費限度額適用認定証の交付に伴い貸付金が不要になったためです。 

 

  ・基金の取扱い 

    一般会計に繰り入れます。 

   

  ・基金残高（令和２年３月末見込） １４，７６２，０００円 

 

２．施行期日   令和２年３月３１日 

 

     

【 備 考 】 

令和２年３月定例会において、議案提出する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 問い合わせ先  健康医療部 国民健康保険課 保険係 内線2565 47－1825ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月２４日 庁議提出案件            資料No.１１  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

             産業環境部長 氏名 有本 尚史   内線２６００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

おおた南一番街クリーンアップ条例の一部改正について 

  

【 目 的 】 

  健康増進法の改正による受動喫煙防止を図るため、おおた南一番街に設置してある喫

煙所の全面撤去を行った事により、条文中の「たばこルール」の廃止を行い、併せて市

道名を現行の名称に正すため改正するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容    

第２条第１号中「太田駅南口ロータリーから市道太田環状線交差点までの市道太田駅

南口線」を「太田駅南口駅前広場及び市道１級２５号線のうちその起点から市道１級

２０号線との交差点までの区間」に改める。 

 

同条中第５号を削り、第６号を第５号とする。 

 

    第４条第２号中「、たばこルールを遵守し」を削る。    

 

２ 施行期日 

  公布の日から施行予定 

 

３ その他 

   令和２年３月定例会に議案上程予定 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 産業環境部 環境政策課 環境企画係 内線2622 47－1953ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １ 月 ２４ 日 庁議提出案件           資料No.１２   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              農政部長 氏名 高田 進  内線（TEL）２０－９７１４  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市市民農園条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

  太田市市民農園５箇所のうち「瑞木市民農園」を閉園することに伴い、所要の改正を行う 

ものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 主な改正内容 

    令和元年５月に「瑞木市民農園」の地権者より土地返還の申し出があり、話し合いを 

重ねた結果、令和２年３月３１日をもって当該農園を閉園することとなりました。 

このことに伴い、当該条例の「瑞木市民農園」に係る項目の削除及び関連する条文の 

一部を改めるものです。 

 

２ 施行予定日 

    令和２年４月１日 

 

 ３ その他 

    令和２年３月定例会に議案として提出予定です。 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先   農政部 農業政策課 指導係  外線 0276-20-9714 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月 ２４日 庁議提出案件           資料No.１３  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              都市政策部長 氏名 赤坂 高志  内線（TEL）２８００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 太田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料条例の一部改正につ

いて 

 

【 目 的 】 

  建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令が令和元年１１月

７日に公布されたことに伴い、太田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係

手数料条例の一部改正が必要になったため、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１． 改正内容 

省エネ基準の適合義務制度の対象拡大等による申請者側及び審査側の負担軽減を図る

ため、現行の評価方法に加えて、省エネ基準の簡易な評価方法が追加されることから、こ

の評価方法を加えるものです。 

 

２．施行期日 

   公布の日から施行します。 

 

３．その他 

   令和２年３月定例会に議案を提出します。 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 

   都市政策部 建築指導課 建築行政係 内線２７４１ ４７－１８３７ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月 ２４日 庁議提出案件           資料No.１４  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              都市政策部長 氏名 赤坂 高志  内線（TEL）２８００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 太田市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

  建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進

のために誘導すべき基準の一部を改正する告示が令和元年１１月１５日に公布されたこと

に伴い、太田市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料条例の一部改正が必要になっ

たため、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１． 改正内容 

共同住宅等全体の省エネ性能を評価する設計一次エネルギー消費量の算定方法につい

て、現行の算定方法に加えて、共用部分を評価しない算定方法が追加されたことから、こ

の算定方法を加えるものです。 

 

２．施行期日 

   公布の日から施行します。 

 

３．その他 

   令和２年３月定例会に議案を提出します。 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 

   都市政策部 建築指導課 建築行政係 内線２７４１ ４７－１８３７ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月２４日 庁議提出案件             資料No.15 
●内 容 【 1.協議事項  】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

             都市政策部長 氏名 赤坂 高志  内線（TEL）２８００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

  道路等の瑕疵等により発生した事故に関し、損害賠償の額を定め、和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分したことを

報告するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 裏面損害賠償表のとおり 

 

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上表に記載のほか、一切の債権債務関係がないこと 

を相互に確認する。 

 

３ 損害賠償の支払い ＣＨＵＢＢ損害保険㈱道路賠償責任保険にて対応しました。 

 

４ その他 地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和２年２月委員会協議会あて 

に報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 都市政策部 道路整備課 管理係 内線2711 ４７－１８３５ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

 



 

１ 道路等の瑕疵等による発生した事故による損害賠償表 

 
専決処分日 

損害賠償額 

（損害額） 

過失 

割合 
事故概要 

1 令和2年1月10日 
47,181円 

（94,363円） 
5割 

大原町地内で令和元年7月12日発生。

乗用車が走行中、道路に生じていた陥

没部分を通過したところ、車両の左前

輪タイヤ及びホイールを損傷した。 

2 令和2年1月10日 
46,148円 

（92,297円） 
5割 

西新町地内で令和元年8月6日発生。 

乗用車が走行中、道路に生じていた陥

没部分を通過したところ、車両の左前

輪タイヤ及びホイールを損傷した。 

 

3 

 

令和2年1月10日 
15,525円 

（31,050円） 
5割 

寄合町地内で令和元年9月9日発生。 

乗用車が走行中、道路に生じていた陥

没部分を通過したところ、車両の右前

輪タイヤを損傷した。 

 

 

4 

 

 

令和2年1月10日 
57,210円 

（114,420円） 
5割 

只上町地内で令和元年9月19日発生。

乗用車が走行中、道路に生じていた陥

没部分を通過したところ、車両の左後

輪タイヤ及びホイールを損傷した。 

 

 

5 

 

 

令和2年1月10日 
193,767円 

（387,535円） 
5割 

西新町地内で令和元年9月20日発生。

乗用車が走行中、道路に生じていた陥

没部分を通過したところ、車両の右前

輪タイヤ・ホイール及び右後輪ホイー

ルを損傷した。 

 

 

6 

 

 

令和2年1月10日 
271,003円 

（451,672円） 
6割 

大原町地内で令和元年10月19日発生。

乗用車が走行中、道路に生じていた陥

没部分を通過したところ、車両の左前

輪・左後輪タイヤ及びホイール、フロ

ントバンパー及びフェンダー、助手席

左側ドアを損傷した。 

 

 

7 

 

 

令和2年1月10日 
9,124円 

（18,249円） 
5割 

大原町地内で令和元年10月26日発生。

乗用車が走行中、道路に生じていた陥

没部分を通過したところ、車両の左前

輪ディスクホイールを損傷した。 

 

 

8 

 

 

令和2年1月10日 
4,950円 

（9,900円） 
5割 

浜町地内で令和元年10月31日発生。 

乗用車の車庫入れ時、道路に生じてい

た陥没部分を通過したところ、車両の

左前輪タイヤを損傷した。 

 

 

 

合   計 
644,908円 

(1,199,486円) 
  

 



                   

１月２４日 庁議提出案件          資料No.16   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              都市政策部長 氏名 赤坂 高志  内線（TEL）２８００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

  太田市営住宅条例及び太田市特定公共賃貸住宅条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

 市営住宅は住宅に困窮する低所得者に賃貸するための住宅です。現行、入居の際には連帯保

証人の確保を要件としていますが、令和２年４月１日の改正民法の施行により単身高齢者など

連帯保証人の確保がより一層困難になる入居者が増加するため連帯保証人が確保できないた

めに市営住宅への入居ができなくなることがないよう連帯保証人の確保を入居要件としない

こととし、併せて、特定公共賃貸住宅について連帯保証人の確保を入居要件としないこととす

るほか、その他入居要件の緩和をするため所要の条例の整備を行うものです。 

 

【 概 要 】 

1 主な改正内容 

（太田市営住宅条例） 

・条例第６条（入居者の資格）第１項第１号を廃止し、市内在勤、在住要件を撤廃します。 

・条例第６条（入居者の資格）第１項第２号を改正し、親族同居要件を撤廃し、単身者の入居 

を可能とします。 

・条例第１１条（入居の手続）第１項第１号を改正し、また条例第１２条を削除して連帯保証

人確保の要件を撤廃します。 

（太田市特定公共賃貸住宅条例） 

・条例第６条（入居者の資格）第１項第１号を廃止し、市内在勤、在住要件を撤廃します。 

・条例第１１条（入居の手続）第１項第１号を改正し、また条例第１２条を削除して連帯保証

人確保の要件を撤廃します。 

２ 施行期日 

 令和２年４月１日から施行します。 

３ その他 

 令和２年３月定例会に議案を提出する予定です。 

  

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  

都市政策部建築住宅課住宅対策係 内線 ２７５１ ４７－１８９８ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２４日 庁議提出案件            資料No.17  

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              消防本部消防長  氏名 石澤光之  TEL 33-0200  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市消防団条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

能力や事情に応じて特定の活動のみに従事する機能別消防団員制度を導入するため、また

併せて条の見出しや条例中の文言を整理するため、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

（１）種類（条の追加） 

・消防団員の種類を基本団員及び機能別団員とし、機能別団員の任期を１年としま 

す。 

  （２）定員（項の追加） 

・消防団員の定員７００人のうち、機能別団員の定員を１００人以内とします。 

  （３）分限等（条文改正） 

     ・消防団員が身分を失う要件について、現状に即した内容に変更します。 

  （４）報酬等（条文及び別表の改正） 

     ・報酬を報酬と手当に区分し、機能別団員の報酬を日額２，０００円とするなど 

別表全体の配列を改正します。 

  （５）退職報償金（条文改正） 

     ・支給を受ける消防団員は基本団員とします。 

  （６）その他 

     ・条の追加により必要な条の繰り下げを行います。 

     ・条の見出しや条文中の文言の整理を行います。 

 

２ 施行期日 

      令和２年４月１日から施行します。 

 

３ その他 

     令和２年３月定例会に議案提出する予定です。 

 

【 備 考 】 

問い合わせ先   消防本部 消防総務課 消防団係  TEL 33-0201 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２４日 庁議提出案件            資料No.１８ 

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

         教育部長 氏名 高橋 徹 （TEL）２０-７０８５ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

    太田市青少年センター設置条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

  太田市青少年センター設置条例中の指導員及び相談員の定数等の見直しを行い、条例の 

一部改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 改正内容     

・第６条第２項中「運営協議会委員」を「運営協議会の委員（以下「委員」という。）」   

に改め、同条第５項及び第６項中「補欠委員」を「補欠の委員」に改める。 

・第７条中「太田市青少年センター指導員」の次に「（以下「指導員」という。）」を加

え、同条第１号を次のように改める。 

（１）学校教職員又は学校教職員であった者 

  第７条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

（２） 学識経験者 

第７条に次の３項を加える。 

  ２ 指導員の定数は、４人以内とする。 

  ３ 指導員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

  ４ 補欠の指導員の任期は、前任者の残任期間とする。 

  ・第８条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、同条に次の

１項を加える。 

  ４ 補欠の補導員の任期は、前任者の残任期間とする。 

  ・第９条第１項第１号中「学校教職員」の次に「又は学校教職員であった者」を加え、 

  同条第２項中「２０人」を「２人」に改め、同条第３項中「２年」を「１年」に改め、 

  同条に次の１項を加える。 

 ４ 補欠の相談員の任期は、前任者の残任期間とする。 

     附 則 

  （施行期日） 

  １ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

  ２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の太田市青少年センター設置条例第  

   ７条の規定により任命され、又は委嘱された太田市青少年センター指導員である者は、

この条例の施行の日に、この条例による改正後の太田市青少年センター設置条例第７条

の規定により、太田市青少年センター指導員として任命され、又は委嘱されたものとみ



なす。 

  

２ 施行日  

令和２年４月１日 

 

３ その他  

令和２年３月定例会に議案提出予定 

 

【 備 考 】 

 問い合わせ先   教育部 青少年課 健全育成係 ２０－７０８２ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月２４日 庁議提出案件             資料No.19   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              教育部長 氏名 高橋 徹（TEL）0276-20-7084 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  財産の取得について 

 

【 目 的 】 

 小学校用教科書の改訂に伴い、市立小学校における学習指導用として取得するものです。 

 

【 概 要 】 

 小学校の教科書改訂に伴って、教職員が使用する指導書が必要となります。教師用指導書を

購入し、児童の指導に役立て、学力向上を目指します。 

１ 取 得 財 産   小学校教師用指導書一式 

２ 予 定 価 格   ５１，８７７，３２０円 

３ 取得の方法   随意契約 

４ 契約の相手方  群馬県太田市本町１４番２７号 

             株式会社ナカムラヤ 

              代表取締役社長 中 村 光 雄  

５ その他 

     令和２年１月委員会協議会あてに報告します。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  教育部 学校教育課 指導係  ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 0276-20-7084 



1月２４日 庁議提出案件             資料No.１  

●内 容 【 2.連絡事項  】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後】 

               企画部長 正田 吉一  内線２２００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

株式会社夢麦酒太田第２３期決算状況について 

 

【 目 的 】 

株式会社夢麦酒太田第２３期決算状況について報告するものです。 

 

【 概 要 】 

1 第23期（平成30年10月１日～令和元年9月30日）決算書 

（１）貸借対照表 (令和元年9月30日現在）                          

（単位：千円） 

【資産の部】   【負債の部】  

 ・流動資産              10,733           ・流動負債 1,315 

 ・固定資産 160,309   ・固定負債 49,559 

   負債合計 50,874 

     

   【純資産の部】  

   ・資本金 112,500 

   ・利益剰余金 7,668 

   純資産合計 120,168 

資産合計 171,042  負債・純資産合計 171,042 

 

（２）損益計算書（平成30年10月１日～令和元年9月30日）                           

（単位：千円） 

①売上高  31,374   

②売上原価  20,438   

      ③売上総利益（①-②）    10,936 

④販売費及び一般管理費  10,924   

      ⑤営業利益（③-④）    12 

⑥営業外収益  885   

⑦営業外費用  635   

⑧経常利益(⑤+⑥-⑦)    262 

⑨特別利益     

⑩特別損失     

⑪税引前当期純利益(⑧+⑨-⑩)    262 

⑫法人税、住民税及び事業税     

⑬法人税等調整額     

⑭当期純利益（⑪-⑫±⑬）    262 

 

 



2 会社の概要 

（１）主な事業内容 地ビール醸造事業 

（２）事業所所在地 太田市飯田町895番地 

（３）株式状況  

  ①株式の総数 2,250 株 

  ②株総額 112,500 千円 

②株主数 7 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

※50千円/株 

 

（４）第23期営業について 

・地ビール製造については、34キロリットルの醸造を行った。 

・地ビール販売については道の駅おおた、市内スーパー又はインターネットを活用し、更に 

 は既存のビール種の品名やデザインなどの刷新により、徐々に外販が伸びてきている。 

・今後も、イベント等への積極的な参加及び更に物販を強化し、売上増を図ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 問い合わせ先   企画部  企画政策課 企画政策係 内線2293 

株 主 名 
持株数 
（単位：株） 

持株額 
（単位：千円） 

持株比率
（単位：％） 

太田市 1,100  55,000   48.9  

株式会社 ソニアプラン 550 27,500 24.4 

東毛福祉事業協同組合 200 10,000 8.9 

太田市農業協同組合 130 6,500   5.8 

太田商工会議所 110 5,500   4.9 

太田市幹部会 100 5,000   4.4 

東毛酪農直販株式会社 60 3,000   2.7 



１月２４日 庁議提出案件             資料No.２ 
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

             企画部長 氏名 正田 吉一  内線（TEL）2200 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

令和元年度 改善活動実践例の審査結果について 

 

【 目 的 】 

優れた改善活動を表彰し水平展開することで、職員の改善意識の高揚を図るとともに、市

民サービスの向上及び業務の効率化の推進を図るものです。 

 

【 概 要 】 

１ 応募件数 

９６件（内訳：改善事例６６件、プチ改善３０件） 

２ 審査方法 

審査員６名（企画部副部長、企画政策課主幹、人事課長、総務課長、消防総務課長、

教育総務課長）及び補助審査員（マネジメント推進員５名）による書類審査、ヒアリン

グ審査により各賞を決定。 

３ 審査結果 

最優秀賞 文化課 信頼から…市民満足向上。そして会館のステイタス向上へ… 

優秀賞 国民健康保険課 

医療年金課 
人間ドック助成受付は迅速に 

情報管理課 ＩＴ学校の申込で電子申請を始めました！ 

奨励賞 市民税課 あなたの意欲、興味を貸してください。～公募動員で成長のチャンス！～ 

議会総務課 もっと身近に「市民の目線を感じる」議会へ（傍聴規則の改正） 

選挙管理委員会

事務局 
期日前投票所再編 

プチ改善賞 社会福祉法人 

監査室 
『集団指導』始めました 

環境政策課 トイレ暖房便座の使用後は、蓋を閉めて節電しよう。 

学習文化課 
～小学校図書室と図書館の連携～ 

尾島小学校図書室と尾島図書館で共有できる「どくしょつうちょう」 

建築指導課 窓口対応時間短縮のプチプチ改善の積み重ね（ちりも積もれば） 

文化財課 発掘調査現地説明会の効率化 

４ 表彰式及び事例発表会 

・ 日時：令和２年２月１４日（金） １５：００～ 

・ 場所：南庁舎 ３階 大研修室 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 企画部 企画政策課 行政経営係 内線 ４７―１８１１ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月 ２４日 庁議提出案件          資料No.３  
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 正田 吉一    内線（TEL）2200  
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】  

太田市補助金等検討会議による補助金等の見直し結果について 

 

【 目 的 】 

市単独補助金について、社会情勢や市民ニーズに即した公正かつ効率的なものであるかど

うかを確認し、必要な見直しを行い、補助金の適正化を図るものです。 

 

【 概 要 】 

１ 補助金検討の経緯  

本市では、「太田市行政効率化委員会」（平成 18 年）及び「太田市単独補助金検討委

員会」（平成 19年）により全庁的な補助金の見直しを実施しましたが、前回の見直しか

ら 10 年以上が経過し、社会情勢や市民ニーズも大きく変化していることから、平成 30

年 9月、副部長会議構成員を委員とした「太田市補助金等検討会議」を設置し、今年度

も継続的に補助金の見直しを行いました。 

 

 

２ 今年度の取り組み内容 

・全補助金の現状把握 

・補助金の削減・廃止 

・運用の適正化 

 

 

３ 補助金等の見直し結果 

市単独補助金（189件、約 17億 5,000万円）について、下記のとおり見直しを図りま

した。 

・9,072,400円の削減 

・16件の廃止・統合 

・根拠法令整備 8件、終期の明確化 3件 

 

 

４ 今後の予定 

 ・令和2年2月  総務企画委員会協議会へ報告 

 ・令和2年3月  太田市ホームページによる公表 

 

 

【 備 考 】 

 

 

問い合わせ先  企画部 企画政策課 行政経営係 内線 2241 47-1811 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



（参考） 

部局別削減額                （円） 

部局名 R1補助金等額 見直し後の金額 削減額 削減率 

企画部 14,930,000 13,350,000 1,580,000 10.6％ 

総務部 8,860,000 8,860,000 0 0％ 

市民生活部 117,504,000 117,379,000 125,000 0.1% 

文化スポーツ部 5,976,000 5,976,000 0 0% 

福祉こども部 471,645,250 469,999,250 1,646,000 0.3% 

健康医療部 374,380,000 371,640,100 2,739,900 0.7% 

産業環境部 237,919,500 236,246,000 1,673,500 0.7% 

農政部 41,429,000 41,429,000 0 0% 

都市政策部 181,270,000 181,270,000 0 0% 

行政事業部 500,000 500,000 0 0% 

消防本部 20,555,000 20,105,000 450,000 2.2% 

教育部 277,347,600 276,499,600 858,000 0.3% 

合計 1,752,316,350 1,743,253,950 9,072,400 0.5% 

 

部局別廃止・統合件数            （件） 

部局名 補助金等件数 

（R1） 

見直し後の 

件数 
廃止・統合数 

廃止・統合予定数 

（R2以降） 

企画部 3 3 0 0 

総務部 5 4 1 0 

市民生活部 23 23 0 0 

文化スポーツ部 3 3 0 0 

福祉こども部 42 39 3 0 

健康医療部 16 16 0 0 

産業環境部 52 40 12 1 

農政部 20 20 0 1 

都市政策部 4 4 0 0 

行政事業部 1 1 0 0 

消防本部 4 4 0 0 

教育部 16 16 0 0 

合計 189 173 16 2 

 

適正化 

根拠法令整備：産業環境部（８件） 

終期の明確化：総務部（１件）、産業環境部（１件）、消防本部（１件） 



  １ 月 ２４ 日 庁議提出案件          資料No.４     
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 正田 吉一  内線 ２２００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 交流物産施設 （仮称）おおた・北茨城交流物産館 バスターミナル駅に係る土地賃貸借契

約の締結について 
 

【 目 的 】 

 本契約は、ＢＵＳターミナルおおた利活用事業として、本市の新たな物産交流の拠点とし、

市民の賑わいの創出と交流人口の拡大を目的とした施設を民間の活力により建設するため契

約を締結するものです。 
 

【 概 要 】 

 １ 契約先      株式会社 大雄建設 

 ２ 締結日及び期間  (1) 土地賃貸借契約 令和２年２月１日（予定） 

              令和２年２月１日から令和２年８月３１日までの７か月間 

            (2) 事業用定期借地権設定契約 令和２年９月１日（予定） 

              令和２年９月１日から令和２７年８月３１日までの２５年間 

 ３ 対象地      太田市飯塚町６９番３、６９番４の２筆 

            面積 １，７７２．６５㎡  ※ＢＵＳターミナルおおた地内 

４ 賃借料      月額 １４４，８００円（参考 年額 １，７３７，６００円） 

５ 施設名称     （仮称）おおた・北茨城交流物産館 バスターミナル駅 

 ６ 建物構造     鉄骨造２階建  建築面積 １，０４７．５１㎡ 

                    延床面積 １，１０３．９１㎡  

 ７ 施設概要     水産物・青果物・食肉の物販店舗、海鮮レストラン、 

            交流都市物産品コーナー、事務所 

 ８ 今後の予定    令和２年２月１日  土地賃貸借契約 

２月中旬  工事着工 

                ７月下旬  竣工 

                ８月    開店準備 

                ９月１日  事業用定期借地権設定契約締結 

                ９月上旬  オープン 

 ９ その他      (1) 本事業は令和元年５月８日に実施したＢＵＳターミナルおおた

利活用事業公募型プロポーザルにおいて選定された事業です。 

            (2) 令和２年２月４日開催の総務企画委員会協議会に報告する予定

です。 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 交流推進課 交流推進係 内線2221  47-1908ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１ 月２４ 日 庁議提出案件           資料No.５  
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後  】 

 

              総務部長 氏名 髙島 賢二 内線（TEL）２３００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

令和２年度太田市当初予算（案）の概要について 

 

【 目 的 】 

令和２年度太田市一般会計当初予算（案）及び各特別会計当初予算（案）の概要について

説明するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 令和２年度太田市当初予算（案）の規模 

 ・一般会計         ８４，６６０，０００千円（前年度比  ＋６．２％） 

 ・特別会計（６会計）    ４１，０５９，１４７千円（前年度比  ＋１．２％） 

  ・下水道事業等会計      ７，３３５，４３６千円（前年度比  ▲１．４％） 

    合  計      １３３，０５４，５８３千円（前年度比  ＋４．１％） 

 

２ 予算の特徴（一般会計） 

・第２次太田市総合計画の目指す都市像である「人と自然にやさしく、品格のあるまち太田」

の実現に向けて、第４次実施計画を基本に、安全・安心なまちづくり事業や子育てを支援

するまちづくりに取り組む予算としました。 

・予算規模は８４６億６千万円で、前年度に比べて金額では４９億１千万円の増、増減率は

６．２％の増と、過去２番目に大きい予算となりました。 

・財源については、個人市民税や固定資産税が堅調を維持しますが、法人市民税の大幅な

減収などにより、市税収入全体では前年度比５．９％の減を見込みました。このため、

財政調整基金等からの繰入金や国・県補助金等の積極的な活用に努めました。 

・主なハード事業としては、義務教育学校施設整備事業、広域一般廃棄物処理施設整備事

業、（仮称）市民体育館建設事業などです。また、主なソフト事業としては、第３子以降

子育て支援事業、こどもプラッツ推進事業、国際スポーツキャンプ誘致事業などです。 

 

３ 主な増減要因（一般会計） 

（１）歳入 R02予算額 R01予算額 増減額 

・個人市民税 12,203,890千円 12,570,819千円 ▲366,929千円 

・法人市民税 3,167,454千円 5,561,706千円 ▲2,394,252千円 

・固定資産税 18,125,215千円 17,774,802千円 ＋350,413千円 

・法人事業税交付金 677,000千円 0千円 ＋677,000千円 

・地方交付税 1,100,000千円 600,000千円 ＋500,000千円 

・子どものための教育・保育給付費負担金 3,656,085千円 2,965,719千円 ＋690,366千円 



・財政調整基金繰入金 4,400,000千円 3,500,000千円 ＋900,000千円 

・義務教育学校施設整備事業市債 890,300千円 462,200千円 ＋428,100千円 

・臨時財政対策債 2,060,000千円 250,000千円 ＋1,810,000千円 

 

（２）歳出 

 

R02予算額 

 

R01予算額 

 

増減額 

・施設型給付費負担金 5,237,071千円 4,511,358千円 ＋725,713千円 

・施設等利用給付費負担金 301,200千円 0千円 ＋301,200千円 

・広域一般廃棄物処理施設整備事業 1,308,078千円 149,351千円 ＋1,158,727千円 

・市街地再開発事業 945,600千円 114,800千円 ＋830,800千円 

・義務教育学校施設整備事業 1,535,490千円 728,880千円 ＋806,610千円 

・市立太田高校施設整備事業 443,815千円 67,119千円 ＋376,696千円 

・運動公園陸上競技場建設事業 346,000千円 975,000千円 ▲629,000千円 

・（仮称）市民体育館建設事業 300,000千円 0千円 ＋300,000千円 

 

４ 主な施策事業（一般会計） 

（１）教育文化の向上 

生徒指導充実事業（おおたん教育支援隊）・外国語指導助手（ＡＬＴ）設置事業・外

国人児童生徒日本語指導事業・義務教育学校施設整備事業・小中学校防災機能強化事

業・小中学校給食施設改築事業・市立太田高校施設整備事業・社会教育総合センター

改修事業・国際スポーツキャンプ誘致事業・（仮称）市民体育館建設事業・運動公園陸

上競技場建設事業・運動公園サッカー・ラグビー場改修事業 

（２）福祉健康の増進 

保育所等施設整備事業・第３子以降子育て支援事業・第２子子育て支援事業・こども

プラッツ推進事業・放課後児童クラブ室建設事業・救急医療対策事業 

（３）生活環境の整備 

消防／救急車両等整備事業・消防水利整備事業・車庫詰所等整備事業・消防団ポンプ

自動車整備事業・狭あい道路整備事業・防犯灯維持管理事業・交通安全対策事業・斎

場施設整備事業・広域一般廃棄物処理施設整備事業・し尿及び下水処理施設統合事業 

（４）産業経済の振興 

商店リフォーム支援事業・空き店舗対策事業・市単独生産基盤整備事業・小規模農村

整備事業・県営集落基盤整備事業大久保地区・観光トイレ改修事業 

（５）都市基盤の整備 

都市計画道路整備事業（西部幹線他）・一般市道新設改良事業・道路維持整備事業・住

宅リフォーム支援事業・市街地再開発事業・土地区画整理事業（太田駅周辺・東矢島・

宝泉南部・尾島東部）・スマートインターチェンジ周辺整備事業・市営住宅建替事業 

（６）健全な行政運営の推進 

１％まちづくり事業・本庁舎設備等保全事業・尾島庁舎等改修事業・（仮称）太田西

複合拠点公共施設整備事業・行政センター保全（改修）事業（鳥之郷・休泊・毛里田） 

 

５ 令和２年度太田市当初予算（案）の概要………別紙のとおり 

 

【 備 考 】 ＊問い合わせ先 総務部財政課 財政係 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 0276－47－1816 



 １月２４日 庁議提出案件            資料No.６    
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               総務部長 氏名 髙島 賢二   内線２３００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  令和1年度版 太田市の公共施設の現状について 

 

【 目 的 】 

平成28年6月に策定した「太田市公共施設等総合管理計画」に基づき、将来を見据えた公

共施設のあり方について様々な検討を行うために、これまで公表している「太田市の公共施

設の現状について」の平成30年度の運営状況、見直しの状況などの改訂版を作成したもので

す。 

 

【 概 要 】 

 １ 施設の状況    

区 分 施設数 棟 数 延床面積 

平成30年度末 528施設 1,507棟 865,466㎡ 

平成29年度末 527施設 1,497棟 867,745㎡ 

増 減 +1施設 +10棟 -2,279㎡ 

                           ※上水道・下水道施設を除く 

 

 ２ 見直し方針 

    現在、そして今後の社会情勢や財政状況を踏まえた上で、「市が引き続きサービス提

供又は管理する必要があるのか」、「効率的な管理方法となっているのか」といった観

点から、見直しを行います。 

 

 ３ 見直しの状況 

   別添 冊子5ページのとおり 

 

 ４ 今後の予定  

   総務企画委員会協議会へ報告、市議会議員へ配布。 

太田市ホームページへ掲載し、市民へ公表。 

 

 

【 備 考 】 別添 冊子のとおり 

          ＊ 問い合わせ先  総務部管財課管財係 内線２３８２ 



 １ 月 ２４ 日 庁議提出案件            資料No.７   
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              農政部長 氏名 高田 進  内線（TEL）２０－９７１４  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市野生動物侵入防止柵設置事業の進捗状況について 

 

【 目 的 】 

本事業は、平成30年9月に岐阜県で26年振りに発生確認されたＣＳＦ（豚コレラ）の 

感染拡大防止のため、各養豚農場に侵入防止柵を設置するものに対し補助を行うもので、 

この進捗状況について報告するものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 太田市の進捗状況（R1.12末：計画申請時） 

    1）事業対象   ・実施農家数   ７戸（８農場） 

             ・防止柵の長さ  ２，５７３.８ｍ 

             ・可動柵の長さ    ２６７.３ｍ 

    2）総事業費   ３２，７６８，６０９円 

3）市補助額    ７，０２３，０８８円 

 

 ２ 補助割合 

    総事業費（税抜き）に対し、国が１/２、県が１/４、市が１/４を各々補助する。 

 

 ３ 事業実施内容 

    ・農場周囲   侵入防止柵（上限単価 10,000円/ｍ） 

    ・搬出入口   可動柵  （上限単価 40,000円/ｍ） 

 

 ４ その他 

    ・この事業の実施期間は、令和元年度限りとする。 

・上限単価を超えた額及び消費税額については、自己負担とする。 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先   農政部 農業政策課 指導係  外線 0276-20-9714 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



                                                   

１月２４日 庁議提出案件             資料No.８ 
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 1.庁議後 】 

 

              都市政策部長 氏名 赤坂 高志  内線（TEL）２８００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 太田市公営住宅等長寿命化計画（案）の策定について 

 

【 目 的 】 

 平成２２年度を始期とする現計画の更新を来年度に控え、令和２年度から１０年間の新計画

において、既存公営住宅に関する建設事業及び維持保全等の計画を具体的に策定し、適正な管

理戸数の実現と維持管理費の削減を図ります。 

 

【 概 要 】 

1 計画期間 

・令和２年度（２０２０年）から令和１１年度（２０２９年）の１０年間 

・社会情勢の変化、事業の進捗に応じて概ね５年ごとに計画を検証し見直す予定。 

  

2 今後の方針と施策 

 ・昭和５６年以前の旧耐震基準で建設された住棟・団地の解体と用途廃止を進めます。 

 ・管理戸数について、現在の３，１６０戸から５００戸削減（用途廃止）の２，６６０戸を

令和１１年度までの目標とします。 

 ・今後の人口減少、単身・小規模世帯や高齢者世帯割合の増加が見込まれる中、既存公営住

宅の集約を促進させるため、小規模世帯向けの住戸整備による既存入居者の住替え先と将

来の適正な需給バランスを確保する『市内公営住宅集約促進事業』を実施します。 

 

3 意見公募（パブリックコメント）手続きについて 

 ・令和２年１月２７日(月)から令和２年２月２５日(火)までの３０日間。 

 ・市ホームページでの電子媒体による閲覧と建築住宅課窓口、市政情報コーナー及び 

行政センターでの文書による閲覧。 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先  

都市政策部 建築住宅課 建築係 内線２７５３ ４７－１８９４ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２４日 庁議提出案件           資料No. ９    
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              行政事業部長 氏名 飯塚 悦雄  （TEL）0277-78-2842 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

おおた渡良瀬産業団地の第３次分譲予約決定について 

 

【 目 的 】 

本市の新たな産業拠点として造成中のおおた渡良瀬産業団地について、早期分譲を図るため

に第３次分譲予約の募集を行い、企業が選定されたことにより、事業主体である太田市土地開

発公社と企業との間で土地売買予約契約が締結（一部見込）されましたので報告するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 企業選定   

太田市企業誘致選定委員会において、申込のあった企業８社の中から下記のとおり８社が選 

定されました。 

 

２ 分譲予約概要 

区画 選定企業 操業内容 予約面積
※ 

分譲単価 

Y-4 中央自動車倉庫㈱ 倉庫 26,200㎡ 

24,200円/㎡ 

H-1 中一陸運㈱ 倉庫 19,800㎡ 

H-2 ㈱石宝 建設（事務所） 5,900㎡ 

H-3 ㈱ファーストレイト 倉庫 22,500㎡ 

H-5-1 ㈱関東製作所 金属製品の製造 6,200㎡ 

H-5-2 ㈱シンコウギヤー 金属製品の製造 7,000㎡ 

H-5-3 東毛重機㈱ 建設機械整備・修理 10,600㎡ 

H-6 竹内産業㈱ 
プラスチック製品

製造 
35,400㎡ 

※予約面積については概算であり、造成完了後の確定測量により決定します。 

 

３ 今後の予定 

造成が完了した区画より順次、土地売買契約(本契約)を締結し、引渡しの予定です。なお、

今回応募がなかった区画については、令和２年１月２０日から再募集しております。 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先  行政事業部 用地管理課 企画係 ０２７７－７８－２８４２ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２４日 庁議提出案件            資料No.10  
○内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 1.庁議後 】 

 

                 教育部長 氏名 高橋 徹  （TEL）２０-７０８２  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

２０２２年度（令和４年度）の成人式に替わる祝賀行事の開催について 

 

【 目 的 】 

    ２０２２年度（令和４年度）の成人式のあり方について、９月に実施した「２０２２年

度開催の成人式にかかるアンケート」結果を検討材料として、関係各位と協議検討した結

果、下記概要のとおり決定したことを報告するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 対 象 者 令和４年度中に２０歳に達するもの 

平成１４年４月２日から平成１５年４月１日までの出生者 

        

２ 期  日 令和５年１月８日 日曜日 （成人の日の前日の日曜日） 

 

３ 名  称 ２０歳を祝う会（仮称） 

       ※正式な名称は令和３年度中に決定し速やかに公表する。 

 

４ 開催内容 会場や式典内容については現在実施しているものを基本とし２０歳 

       のお祝いとして記憶に残る式典になるように検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 問い合わせ先 教育部 青少年課 青少年教育係 ２０－７０８２  ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 


